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Ｉ．
は じ め に

１９９６年５月、 日本社会関連会計学会の関東 部会 で、 「環境会計 ルーツ探 索と企業モデル」 と

題 して報告 した。 そ れは、 当学会関東部会の 企画 で刊行される 『環境危 機と会計情報」 （学文

社） の 中の 拙稿 論文 「足 尾銅 山鉱 毒事 件 一 ル ーツ 探索」 の あ らま しを述 べた もの であ っ

た １〕
。

そこでは、 環境問
題の ルー ツとしての足尾銅山鉱毒事 件を 田中正造との関係で捉えたうえ で、

田中正造がその事件に係わっ て遂には天皇への直訴に及ん だことに関連して、 天皇のルーツ と

なる神武天皇の 「みこと のり」 にふれ、 独断的に解釈 した神 武天皇の国家観ない しは世界観を

述 べ、 そ の 国 家 観 を 援 用 し て、 独 自 の 新 し い 企 業 観 と し て、 「実 虚 ピ ラ ミ ッ ド 企 業 モ デ ル」 を

提 示 し た。

ここでは、 先に提示 した実虚 ピラミ ッ ド企業モデルに関連 して環境 会計および付加価値会計

の意 義につ いて言及しつつ・ 実虚 ピラミッ ド企業モデルの必要性を提 唱しよう とするものであ

る
。

ＩＩ． 「八 紘 為 宇、 六 合 開 都」 の 意 義 と 実 虚 ピラ ミ ッ ド

１９９５年６月、 森清人先生顕 彰会によって、 「皇太子殿下 御成婚記念」 と して 『みこと のり』

という書物が刊行さ れた。 「神武天皇 の橿 原建都の令 一 八紘為宇の詔」 を見てみると、

「上 は則ち 乾 霊 の国を授 けたまふ 徳 に答 へ・ 下 は則 ち皇孫 正 を 養ひたま ふ 心 を弘 め

む。 然 し て 後 に 六 合 を 兼 ね て 以 て 都 を 開 き、 八 紘 を 掩 ひ て 宇 と 為 む こ と、 亦 可 か ら ず や。
か う ね σ や ま た つ み ｏ す み か し は ら と こ ろ み け だ く に も な か み 中 こ つ く

夫の畝傍山の東 南橿原 の地を観れば、 蓋 し国の填 区か。 治 るべし。 （『日本書記」 ３）」

と あ る
２）
。
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この神武天皇の 「八紘為宇、 六 合開都」
３） について は、 そこに表 れる数字 を忠 実に解釈する

と、 一 っ の 国 家 観、 あ る い は 世 界 観 が 明 ら
か に な る の で は な い か と 考 え ら れ て く る の で あ る。

「八紘を掩ひて宇と為す」 とは、 八紘の
「紘」 に は 「かけひも」 の意味があるので、 ８ 本の

糸を結んで家を形成す るという ことになる。
「六合」 とは、 天地四方を意味し、 「開都」 とは、

都を開き、 国
家を形成 することが意味される。

四 方 形 の 上 下 に ８ 本 の ひ も を 懸 け て み る と、 底 辺 で 合 わ さ っ
た 二 っ の ピ ラ ミ ッ ド の 形 を し た

立 体 像 が 形 成 さ れ る こ と と な る。 （５ 頁 図 ２ を 参 照）

し た が っ て、 こ こ に は、 二 つ の ピ ラ ミ ッ ド で 示 さ れ る 天
地 四 方 の 中 に 都 を 開 き、 国 家 を 形 成

す る と い う こ と が 明 ら か に な る わ け で あ る。

歴史に、 も しも （
ｉｆ） は許さ れないが、 敢えて 付言 する

ならば、 解釈
を平面的でなく、 立体

的 に 行 っ て い た な ら ば、 日 本 に お け る 大 東 亜 戦 争 の
悲 劇 は 起 こ ら な か っ た の で は な い か と さ え

思 わ れ て く る の で あ る。
か み あ 吉 つ か み し も す め み ま

神 武天 皇の国家観は、 平面的ではなく、 立体 的であ り、 し
かも、 「上 は乾 霊、 下は皇孫」 と

いう 文言 があることから、 ここでは現実の 「実」 の世 界と、
霊的な 「虚」 の世界とが同時に捉

え ら れ て い る と 考 え る こ と が で き る の で あ る。
し き く う

す なわ ち、 仏教の
中の般若心経で説か れる 「色」 と 「空」 の世界観が立体像と して捉え られ

て い る も の と 考 え ら れ る。

これは、 ま
た神道における 「荒 魂」 「和 魂」 の概念と してとらえること も出来るのであ 孔

或 い は、 ま た、 物
理 学 で 用 い ら れ る 「エ ネ ル ギ ー」 と 「エ ン ト ロ ピ ー」 と の 関 係 で 理 解 す る

こ と も 有 効 で あ ろ う と 考 え ら れ る。

っ い で に 述 べ る な ら ぱ、 エ ジ プ ト の ピ ラ ミ ッ ド は そ の
よ う な 世 界 観 を 具 体 的 に 表 し た も の で

あ り、 わ れ わ れ
が 眼 に す る ピ ラ ミ ッ ド の 地 下 に 同 じ 形 の 逆 ピ ラ ミ ッ ド が 隠 さ れ て い る の で は

な

い か と 推 測 さ れ る。 目 に 見 え る ピ ラ ミ ッ ド を
「実 ピ ラ ミ ッ ド」 と 名 づ け て・ 逆 ピ ラ ミ ッ ド を

「虚 ピ ラ ミ ッ ド」 と 名 づ け る こ と に し た。

当 初、 二 っ の ピ ラ ミ ッ ド を、 「実 ピ ラ ミ ッ ド」 に 対
し て、 「空 ピ ラ ミ ッ ド」 と 名 付 け て い れ

この表現には相当の愛 着を感じていたが、 最終的に、
ｒ実」 に対 しては ｒ空」 より も ｒ虚」 の

方 が 適 当 と 考 え て、 「実 ピ ラ ミ ッ ド」 と
「虚 ピ ラ ミ ッ ド」 と 呼 ぷ こ と と し た わ け で あ 孔

これは、 漢方医学における 「実証」 と
「虚証」、 或いは、 数学の 「実数」 に対する

「虚数」

と 言 う 場 合 と 同 じ ニ ュ ア ン ス で と ら え て い る か ら で あ る。

皿． 実 虚
ピ ラ ミ ッ ド企 業 モ デ ル の 恵 義

１． 企 葉 課 と 案 虚 ピ ラ ミ ッ ド

と ころ で、 神武天皇のこの世
界観ない し国家観 は、 企業観にも適用するこ

とができるのであ
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る。 一国の経営も、 一企業の経 営も、 いずれも組織体の経営で あり、 規模の大小が存在するに

してもその本質は同じ ものと理解す ることができるか らである。

「実 ピ ラ ミ ッ ド」 と 「虚 ピ ラ ミ ッ ド」 の 関 係 は、 二 律 背 反 の 間 題 を 立 体 的 に 示 し、 高 次 元 で

の 問題 解決 の糸 口を与えるものと してと らえ ることができる。

し か し、 実 際 的 に は、 い ろ い ろ な 解 釈 や 考 え 方 が で き る も の と 思 わ れ る。

一 っ に は、 実 際 の 活 動 に 対 し て、 計 画 さ れ る 将 来 の 活 動 と い う 形 で、 二 つ の ピ ラ ミ ッ ド を 解

釈 す る こ と が で き る の で あ る。

また、 企業の組織体を 経営する観点から、 合理性を追求、 す なわち利益追求するという面を

実 ピラミッ ドで捉えるこ とに対して、
地球環境の中で社会 的に存在する企業を虚 ピラミッ ドで

捉 え る こ と も で き る の で あ る。

こ こ で は、 企 業 モ デ ル と し て 後 者 の 考 え 方 を と る こ と と す る。

１９６５年、 中西寅雄・鍋島達両先生 は、 『現代におげる経営の理念 と特 質』 に おいて、 「現代

経 営理 念の中核となっている社会性と利潤 性の意義、 なら びに両者の相互関連 は、 現代企業の

二重の存在 性格 にもとづいて理解されなけ れぱならない。 それは、 ひとっ は共同経済 の一 環と

しての企業の存 在 （分肢的存在） であり、 他 は、 自主的全体 （有機的存在） と しての企業 の存

在 で あ る。」 と 述 べ て お ら れ た
４）
。

こ こ に 述 べ る 実 虚 ピ ラ ミ ッ ド 企 業 モ デ ル は、 ３０ 年 前 に 中 西 ・ 鍋 島 両 先 生 が 描 い た 企 業 観 ・

経営観を視覚的に捉えて説 明できる企業モ デルであると 考え るものである。

藤原肇著 『経世済民の新時代 ２１世紀を 開く 経済革命』 （東明社） において、 藤原氏は

「経済の基本 が経世 済民にある」 と指摘 した上で・ 次 のように述べてお られる
５）
。

「産業社 会が自然環 境により整 合的になっ て、 社会は自然 と共生関係を 強めること にな

る
。

そう なれば、 自然のもつ秩序の動態 均衡の律動の中で、 共同体の権威と 個人の自由の関

係 が 調 和 を 保 ち、 エ ネ ル ギ ー が 効 果 的 に 流 れ 続 け る よ う な、 そ ん な 循 環 シ ス テ ム に 適 し た

経済関係を、 経 済学は築かなけれ ばな らな いの ではないか。

この新 しい条 件に有効性を持つために は、 経済学 は目然や歴史に対 して目を見開き、 エ

ネルギーの変化をネ ットの側 面で捉え、 その熱と流体と して動く 物の力学関係に習熟 した、

トロポロジカルに把握す る多 次元幾何学が必要になる。 数を 量として見る古い思考か ら脱

却して、 質的に異なる序数と して次元発想をすれば、 経済 が抱え る現在の難問の多くが解

消 す る。」

「経済学 の数論に は未だ複素数 が導入され ておらず、 超 限数 など考え も及んでいない こ

と は、 理 論 経 済 学 の 泰 斗 の サ ミ ュ エ ル ソ ン 教 授 で も、 い か ん と も し 難 い 限 界 を 作 っ て い

る」

このよう に藤原氏は、 経済学の領域に多次元幾何学や 複素数の導入の必要性を唱えて いるわ
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け で あ る が、 「実 虚
ピ ラ ミ ッ ド」 モ デ ル は こ の よ う な 時 代 的 要 請 に も 応 え る こ と が で き る も の

と 考 え ら れ る の で あ る。

２、 伝 統 的 企 業 モ デ ル

会計学の書物に見 られる 「伝統 的企業モデル」 にっいて 見る と、 図
１のように、 企業の活動

は、 カ ネ （貨 幣） の 流 れ と モ ノ （
財 ・ サ ー ビ ス） の 流 れ と に よ っ て 説 明 さ れ て い る。

’一．Ｉ１■ カ ネ （貨 鴨） の 沈 れ

＿一＿
Ｑ
＿ 一一一一一） 毛 ノ （財 ・ サ ー ビ ス） の 流 れ

図 １ 伝 統 的 企 業 モ デ ル

３． 実 虚
ピ ラ ミ ッ ド 企 業 モ デ ル

「実 虚 ピ ラ ミ ッ ド 企 業 モ デ ル」 に つ い て 見 る と、 図 ２ の 右 の 四 角 形 の 図
は、 ピ ラ ミ ッ ド を 上

か ら 見 た も の で あ り、 四 つ の 側 面 で
と ら え て い る。

そ し て、
図 ２ の 左 の よ う に、 そ れ

ぞ れ の 側 面 が 上 の ピ ラ ミ ッ ド （Ｊ）・ す
な わ ち 実 の 部 分 と・

下 の 逆 ピ ラ ミ ッ ド （Ｋ）、 す な わ ち 虚 の 部 分
と に 分 け て 考 え ら れ る。

企業は、 一方 に、 組 織体それ自体の経営
の観点 から見る部分が存在す 孔 それ は・ 第一 に・

カ ネ、 す
な わ ち 貨 幣 お よ び 貨 幣 等 価 物 の 面 が あ り、 第 二 に、 モ ノ 、 す

な わ ち 財 ・ サ ー ビ ス の 面

が あ り、 そ し て、 第 三 に、 ヒ ト、 す
な わ ち 労 働 力 の 面 が あ る。 さ ら に、 第 四

の 面 と し て は、 情

報 が あ る。 こ の 情 報 に つ い て は 後 で
述 べ る が、 こ こ で は、 知 的 経 営 力

を 意 味 す る も の と す る。

そ れ ぞ れ 四 っ の 面 か ら 形 成 さ れ る 「実 ピ ラ ミ ッ ド」 と 称 す る 部 分、 す
な わ ち Ｊ ピ ラ ミ ッ ド で 不

さ れる部分が一方に存在するわ けで ある。

他 方、 社会的存在と しての観 点
から見る部分が存在する。 そ れは・ カ ネの面に係わるものと

して、 株主や債権者等の資 本提供者
が存在し、 ヒ トの面に係わ る

ものとして・ 従業員と経営管

理者が存在する。

ま た、 モ ノ の 面 に 係 わ る も の
と し て、 消 費 者 や 取 引 先 が あ り、

さ ら に、 第 四 の 面 と し て は、

自然環境と社会環境を 含む環境全体に係わりを持つ地 域住民や地球市民が存在する。

こ の よ う に、 も う 一 方 に は、 さ ま
ざ ま な い わ ゆ る 利 害 関 係 者 に よ っ て 形 成 さ れ る 「虚 ピ ラ

ミ ッ ド」 と 称 す る 部 分、 す
な わ ち Ｋ ピ ラ ミ ッ ド が、 Ｊ

ピ ラ ミ ッ ド の 裏 返 し の 形 で 存 在 す る わ け

で あ る。

そ し て、 「実 ピ ラ ミ ッ ド」 の 部
分 と 「虚 ピ ラ ミ ッ ド」 の 部 分 と が 合 体 し て 統 合 さ れ た 形 で

捉
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え る こ と に よ っ て、 こ こ に、 一 っ の 企 業 観、 す な わ ち 企 業 モ デ ル が 立 体 的 に 成 立 す る こ と に な

る わ け で あ る。

情 報 に つ い て は、 い ろ い ろ の 解 釈 が な さ れ る が、 こ こ で は、 情 報 を、 第 一 次 的 な 生 の 情 報 と、

第 二 次 的 な い わ ば イ ン テ リ ジ ェ ン ス を 意 味 す る 情 報 と に 分 け て 考 え て い る。

第一次的な生の情報 すなわち 「第一次情報」 は、
ピラ ミッ ド側面のライ ンを流れる ものであ

る。 第 二 次 的 な イ ン テ リ ジ ェ ン ス を 意 味 す る 情 報 は、 「知 的 経 営 力」 と い う べ き ソ フ ト ウ エ ア

技術を意味する加工さ れた情 報を意味している。

な お、 実 ピ ラ ミ ッ ド の 頂 点 ・Ｘ 点 は、 経 営 理 念 お よ び 経 営 倫 理 の 出 発 点 を 意 味 し、 虚 ピ ラ

ミッ ドの頂点・ｙ 点は、 社 会理念および社会倫理の出発点を 意味する。 理念およ び倫理 が、 実

と虚の双方のピラミッ ドにおいて充分 に配 慮さ れることによって組織体の 健全な経 営が行われ

る こ と に な る わ け で あ る。

以 上 の よ う な 考 え 方 を 「実 虚 ピ ラ ミ ッ ド 企 業 モ デ ル」 （Ｊ Ｋ Ｐｙｒａｍｉｄ Ｍｏｄｅｌ） と 称 し て、 こ

こ に 提 示 す る も の で あ る。

な お、 本 来 の 虚 ピ ラ ミ ッ ド は、 霊 的 側 面 を 意 味 す る も の と 考 え ら れ る。 企 業 の 経 営 に 霊 的 側

面 を 見 い だ す な ら ば、 社 会 性 へ の 考 慮 と い う こ と に な り、 さ ら に は、 地 球 環 境 と の 係 わ り の も

とに企業観が形成されな ければならないと考えられるのである。
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実 ピラ ミ ッ ド （Ｊ）： 組 織 体
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経 営 理 念 ・ 経 営 倫 理

ａｂ カ ネ （貨 幣 お よ び 貨 幣 等 価 物）

ｂｃ ヒ ト （労 働 力）

ｃｄ モ ノ （財・サ ー ビ ス）

ｄａ 情 報 （知 的 経 営 力）
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虚 ピ ラ ミ ッ ド （Ｋ）： 環 境 ・社 会 領域

社 会 理 念 ・社 会 倫理

資 本 提 供 者 （株 主 ・ 債 権 者）

従 業 員 ・ 経 営 管 理 者

消 賓 者 ・ 仕 入 先

環 境 （地 域 住 民 ・ 地 球 市 民）

第 一 次 情 報 の ラ イ ン

ｂ

図 ２ 実 虚 ピラ ミ ッ ド企 業 モ デ ル と ８ 側 面 の 要 素
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Ｗ． 実虚ピラミッ ド企業モ デルと付加 価値会計の深
化

１． 貸本の論理に対す
る付加 価値息考

ここに述べたこの企業モ デルは、 これからの社会の企業経営
を 考え る時、 大いに重要視され

て 良 い も の と 考 え る。

何故ならば、 現在の経済 社会において
企業の業績 は、 企業 の資本の論理に

基づいて評価さ れ

ている。 現在の企業が株式 会社の形態
をとって運営さ れていることを省みれば、 そのこと は至

極当然のことといえよ う。 しかし
ながら、 資本主義経済 がある意味では成熟 し・ さま

ざまな 間

題が露呈 してきた 今日、 そ れでよいだろう
かと いう疑 間も沸いてくるからであ 孔

１９９６年５月 ９日付けの日本経済新聞で は、 「米 有力 企業の間では、 過度の株主第
一主 義を 修

正 し、 従業員 への 利益配分を拡大する動
き が広 がっ てきた」 と報 じられていた。

その前 日、 ５月 ８日付けの同 じ日本 経済新聞では、
「日本企業が株主重視の経営 目標 を取り

入れ」 始 めていると報じられたばかりであっ た。

こ れか らの日本経済において、 日本企業
が株主重視の経営目標を取り入 れて いく ことには疑

義 を も っ も の で あ る。

「企業は株主 だけ のものか？」 と アメ リカ においても間題提起さ れて いる が・ 筆
者 は・ 先に

岩辺 編著 『基本会計』 において、 企業の第
一義的な役割 は、 雇用 を確 保し、 良質で安価

な財・

サ ー ビ ス を 社 会 に 提 供 す る こ と に あ る と 記 し て お い た
６）
。

ここに提示した 「実虚 ピラミッ ド企業モデル」 か ら見て も、 企 業を資本の論理だけで考
える

べきでなく、 企 業に労働力 を提供する 従業員 らの こ
とも考慮す べきである と考えるので ある。

企業で働く従業員の立場を考 えるということは、 具体的 には、 付 加価値思考を持っこ
とであり・

会計的には、 付加価値計算 を行うこ
とである。

付加価値の概念 は、 資本と労働の協同
の結果と してもたらされる成果であり・ 資本の増加 分

と しての利益概念より も広義な概念であり、 従 業員 に支払われる賃金・給料
を単なる費用と し

てではなく、 労働 収益としてとらえたう
えで、 そ の労働収益 （労務費） に営業活動

の結 果得ら

れる営業利益を 加算したものと して企業の 業績 を測定しようとするものであ 乱

２
．
国民所 得概念と付加価値税

付加価値 は、 ミク ロ的な経営学の
立場 からも重要であるばかりでなく、 マク ロ的

な経済学の

立場か らも重要である。

付加 価値は、 国民総生産 （ＧＮＰ）、 或 いは国
民鈍生産 （ＮＮＰ） の概 念と結び付けて考えられ

る か ら で あ る。 付 加 価 値 は、 一 企 業
か ら み た ＧＮＰ、 或 い は ＮＮＰ へ の 貢 献 分 で

あ る と み る こ

と が で き る わ け で あ る。
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最近で は、 国内 における 経済主 体による 経済活 動
を対象 とした 国内総生 産 （ＧＤＰ） の 統計

が重要視されているよう である。 付加価値 は、 この
ＧＤＰ への一企 業の 貢献 分でもあるわけで

あ る。

また、
わが国の消費 税は、 そ の実質は 「付加価値税」 である。 隣の韓 国

をはじめ、 アジア諸

国、 さ らに はヨー ロッ
パ諸 国やアメ リカ合衆国な ど世界中 が付加価 値税という名 称を用いてい

る。 し か し、 わ が 国 で は、
税 制 の 成 立 に 係 わ る 政 治 的 経 緯 が あ っ た た め、 消 費 税 と い う 名 称

が

使われ、 その真の 意味が国民に
理解されないまま今日 に至って いる。

日本におい ても、 消 費税
という名称を 「付加価値税」 と いう名称 に、 早急に改

めて、 付加価

値 と い う 言 葉 の 意 味 を 周 知 さ せ る こ と が、 是 非 と も、 必 要 で は な い か と 考 え る の で あ る。

な お、 平 成 ９ 年 ４ 月
か ら は、

消 費 税 率 が ３ ％ か ら ５ ％ に 引 き 上 げ ら れ、 そ の 際、 そ の １ ％ 分

は、 地 方 税 に 回 さ れ る こ と に
な っ て い る。

ところ が、 「日本経済新聞」 １９９
６年７月２１日付報道によると、 自治省は、 法人に対する都

道府県税 であ る法人事業税について、 付加価値課 税で 税収確保することを検討 しだ した
という。

消費税と いう名 称での付加価値税がすでに存在 しているところに、 新たに付加価値税
を課する

という ことは間題であり、 誤解
を招く もととなる よう に思われる。 消費税の名称の改

正を含め

て、 付加 価値税についての
一般的な啓蒙 が必要で あると考える次第である。

３． 高付加価値経営の意義

最 近の日本では、 空洞化を 防ぐ
ため に、 「企業 は高付加

枯値の製品を生産 しなければな らな

い」 と よ く い わ れ て い る。 し か し、 そ こ で
意 味 す る と こ ろ が、 必 ず し も 明 確 で 無 い よ う に

思 わ

れ る
。

真船洋之助教授 は、１Ｏ年前 （
１９８６年） に刊行された 『現代企 業成果論」 において・ 「一般 に

『高付加価値経 営』 の意味 は、 必ず しも明 らかでない が、 それは一方において革新 によ る市 場

シェア拡大と、 他方における材 料歩留
・エネルギー原単位向上による外部購入 費用 の削 減、 固

定費引下 げな どにより、 成果： 付加 価値の増大をはかり、 その成果を各種の参加者個
人ないし

集団の貢献 にこたえて配 分する経営 方式であると 考えて差 し支 えないであろ う。」 と述 べてお

ら れ る７）
。

そ れ か ら、 １Ｏ 年 経 っ
た 今 日、 実 業 界 に お い て そ の よ う に 正 し く 理 解 さ れ て い る

か ど う か 疑

間 を 感 じ ざ る を 得 な い の で あ る。

高付加価値の製 品を生産 する経営努力をしているという企業の中に は、 そ のホン
ネが資本の

効率的運用という 考え が存 在しているために、 リス トラと称 して従業員 の首
切りを同時に平然

と 行 っ て い る こ と が な け れ ば 良 い と 考 え る が、 如 何 で あ ろ う か。 も し 仮 に そ う で
あ る と す る な

らば、 それ は本来 の
付 加価値思考とは矛盾 したものであると考え られるのである。

付加価値と いう 言葉が、 これまでの企業利益とはニュア ンスの異
な ったものとして用 いられ
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ているものの、 実体 は、 資本 の論理を根底にもつ企業利益その ものとして捉え ているように思

わ れ て な ら な い。

付加価値の構成要素と して、 利 益の他に、 労働者に支払われる 賃金・給 料部 分が含ま れてい

るということを大方の企業人 は忘 れているような気が してな らないわ けである。

付加価値 と言 う言葉を 本来の 意味で捉 えて経 営の前面 に出 していくこ とは、 今日 の日本 に

と っ て ま こ と に 重 要 で あ る と 考 え る も の で あ る。

付加 価値概念を用いて、 企業経営を 考え る場合、 そこには企業観すなわち企業の見方にお い

て、 資本
の立場からだけで捉える従来 の伝 統的な企業観とは異なった、 資本と労働との協同の

立場 に立っ 新しい企業観がその根底にある と理解しなければならないわけであ 孔

４． 付加 価値計算害の制度
的確立の必要性

以上 のよ うなことから今日の社会におい ては、 真の意味の付加価値思考を積極的に前面に出

して経営上 の問題を考えるべきであり、 会計学 の立 場からは、 付加価値計算書にっいてさらな

る議論を して、 経済社会に制度
と して定着 しうる付 加価 値計算書が提示されるべきである。

付加価値 の計算方式については、
社会経済生産性本部 （もと日本生産性本部） の方式と日本

銀行や三菱総研 の方式との間に相違が見 られる。

そ して、 その 計算 式
として、 控除法とか加算法が示さ れて いる わけであ るが、 近代会計の動

向をふまえたうえで、 付 加価値計算書が制度的に確立さ れて、 そ れに基づいて経済・経営上の

判 断 が な さ れ て い く べ き で あ り・ そ の こ と が 今 後 の 課 題 で あ る と 考 え ら れ る。

飯田修三教授編著 『社 会関連会計の生成と発展』 の中で、 鈴木
一成 教諭 は 「日本の現代付加

価値会計学説」 につ いて紹介された上・ 末
尾において・

「 そ の社会的 貢献 度を会計する方

法や形式を確立すると共 に、 アカ ンタ ビリティのうえにおいて も実務と統一性 の確立・ 制度 化

に向け 『実戦的』 議論を急 ぐべきである」 と述べてお られる８）。 全く 同感するところである。

付加価値計算書について は、 これま でさ まざまな提案がなされてきているわ けである が、 そ

れらを整理 して、 制度的 に統一 的なものとしていくことが急務である。 付加価値会 計をさ らに

深化させたうえ、
付加価値会計の 重要 性をアピールして、 付加価値会計を定着させるべく、 学

会 を 挙 げ て、 何 ら か の ア ク シ ョ ン を と る こ と も 必 要 で は な い か と 考 え る も の で あ る。

本企業モデルが付加価値会計の深化 に何 らかの役割を果たすことを期待する ものである。

Ｖ
．
実 虚 ピ ラ ミ ッ ド企 業 モ デル と 環 境 会 計 の 確 立

１
．
実 虚ピラミッ ド企業モデルと会計旧報

「実 虚 ピ ラ ミ ッ ド 企 業 モ デ ル」 を 用 い た 場 合、 企 業 を 従 業 員 と い う ヒ ト の 面 に 加 え て、 環 境

問 題 を も 視 野 に い れ て、 企 業 を と ら え る こ と が 出 来 る と 考 え ら れ る。 し か も そ の 環 境 間 題 も、
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単に自然環境の保全という立 場だけでなく、 自
然環境との共生という観点か らと らえたうえ で、

さらに、
自然環境だけでなく、 社 会環 境も含

む地球環境全体の間題と してと らえ、 企業経営 の

あり方を考えていくこと にな るわ けであ 乱

こ れ ま で、 会 計 を 中 心 と し た 企 業 モ デ ル は、 カ ネ （貨 幣） の 流 れ
と モ ノ （財 ・ サ ー ビ ス） の

流れと してと らえてきた。 そ して、 会計情報と しては、 貸借対照表
と損益計算書の 二っ が主要

な会計情報と して考え られている。

実 虚 ピ ラ ミ ッ ド 企 業 モ デ ル を 用 い る と、 カ ネ （貨 幣） の 側 面 と モ ノ （財 ・ サ ー
ビ ス） の 側 面

の 他 に、 ヒ ト （従 業 員） の 側 面
と、 情 報、 あ る い は 環 境 の

旬 面 を も 考 慮 す る こ と と な り、 そ れ

ぞれの側面での会計 情報 が必要となる。

どのような会 計惰 報をとらえるか、 とりわけ、 環境の側面 に係わる 会計情報としてどのよう

な ものを挙 げる かということは、 これからの課題となるわけ であ 孔

２． 環境会計 の問知点と実虚
ピラミッ ド企業モデ ル

先 頃、 早稲田 大学で 開催さ れ
た日 本会計 研究学会 第５５ 回大会に おいて、 小林篤義教 授

が・

「環境会計の歴史的発展」 と題して環境会計研究の進展ぶりを、 限られた時間で手際よく
ご報

告され た。 関西 学院大学で開催
された日本社会関連会計学会 第９ 回大会でも見られたように、

今後 もさま ざま な形で環境会計に関 しての議論が行われ ていき、 近い将来、 制度
としての環境

会 計が確立 されてく ることになるであろ ㌔

そ の 際、 企 業 が 環 境 を 考 察 す る
と き、 共 通 し て 問 題 と な る こ と が あ る。

小 林 教 授 も、 「環 境 問 題 に と っ て 最
も 重 要 な 間 題 は、

’環 境 問 題” と ’財 務 間 題” （収 益 性）

と の コ ン フ リ ク ト で あ る」 と 述 べ ら れ て い た９〕。 こ れ と 同 じ 趣 旨 の 間 題 は、 宮 崎 修 行 訳 ウ
ド ＝

エ ル ン ス ト ： ジ モ ニ ス 編 著、
『エ コ ノ ミ ー と エ コ ロ ジ ー』 の 中 に 見 ら れ る 「エ コ ノ ミ ー と エ コ

ロ ジーという相反する両者の調和的共存」ｍ） と言う表現や、 山上 達人教授 が、 著書
『環境会計

の構築』 の中で 「個別企業は
“
個別 的存在 と社 会的存在の矛盾の統一体

’」１ｌ） であるとされる

表 現、 ま た、 日 本 会 計 研 究 学 会 の ス タ
デ ィ ・ グ ル ー ブ の 最 終 報 告 書 『 グ リ ー ン ・ ア カ ウ ン タ ビ

リティ の展開』 において 「企業・現代 企業は二つ の側面をもつ同時的・矛盾
的統一体と して把

握 さ れ る。」
１２） と い わ れ る 文 言 の 中 に も 見 出 す こ と が 出 来 る の で あ る。

こ の 実 虚 ピ ラ ミ ッ ド 企 業 モ デ ル は、 そ の 間 題 を 明 確 に と ら え、 問 題 解 決 に 何
ら か の 形 で 役 立

っ ことになるのではないかと考え られるのであ 乱

３． 環 境 会 計 の
意 義

菊谷正人教授 は、
「環境会計の課題と展望」 の中で、

「エコロ ジー は、 仏教思想を現代科 学的

に 展 開 し た 学 問 で あ る と い え る か も し れ な い。」 と 指 摘 さ れ て お
ら れ る１３㌧

し き そ く ぜ く う く う モ く ぜ し 告

仏教に造詣の深い菊谷教授 の 「色即 是空、 空即是色」 にっいての解釈
と筆者がここ で述 べた
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ものとは、 或 いは、 若 干の違いがあるや も知 れな いが、 大 意において霊性を重んじる点でほぼ

同 じ と 考 え る も の で あ る。

ま た・ エ コ ロ ジ ー な い し は 環 境 会 計 の 問 題 は・ 先 に も 述 べ た よ う に・ 神 道 に 表 れ る 「荒 霊 」

「和 霊」 の概念との関係で も考察できる はずである。

したがってエコロジーな いしは環 境会計の問題は、 古代か らの東洋の思想な いしは日本 の思

想を 現代的な意味で再認識する学問 であ ると考えられるわけである。

ｗ．
む す ぴ

本 稿 で、 実 虚 ピ ラ ミ ッ ド 企 業 モ デ ル に つ い て 企 業 全 体 の 立 場 か ら 提 示 し た が、 ヒ ト、 モ ノ、

カ ネ、 情 報 あ る い は 環 境 の そ れ ぞ れ の 側 面
ご と に、 実 虚 ピ ラ ミ ッ ド 型 の サ ブ ・ シ ス テ ム を 設 定

して・ 有機 的結 合を図っていくこと も必要である と考えるのであ 孔

こ こ に 提 示 し た 実 虚 ピ ラ ミ ッ ド 企 業 モ デ ル は、 イ デ オ ロ ギ ー 性 と は 無 関 係 に、 普 遍 的 に 成 り

立 ち う る 企 業 モ デ ル で あ る と 考 え る も の で あ る。

間 近 に 迫 り き た る ２１ 世 紀 の 日 本、 ひ い て は 世 界 の た
め に、 こ の Ｊ Ｋ Ｐｙｒａｍｉｄ モ デ ル を め

ぐって多くの議論の湧き 出ることを期待 して止まない次第であ 孔
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